
 

2020 年 12 月期 決算説明会 

 

[発表・Q&A 対応] 代表取締役社長 グループ CEO    高嶋 栄  

[Q&A 対応]             取締役常務執行役員 経営管理本部本部長   奥村 隆久 

執行役員 経営推進室室長     齊藤 英二郎 

 

2021 年 2 月 9 日 
  

株式会社 船井総研ホールディングス 



 
 

 
 

 
それでははじめに、2020 年 12 月期の決算報告についてご説明させていただきます。 

まず、連結の収益状況について説明申し上げます。 

売上高は 250 億 2,700 万円、前期比マイナス 2.8%、営業利益は 49 億 8,200 万円、前期比マイナ

ス 12.7%、経常利益 50 億 9,100 万円、前期比マイナス 11.5%、最後に当期純利益は、34 億 9,800

万円、前期比マイナス 9.6%となりました。 

10 月 30 日に公表しました業績予想との対比では、売上高はほぼ計画どおりで、営業利益、経常利

益、当期純利益については、それぞれ予想値に対して若干の増益での着地となりました。 

12 月からのコロナウイルス感染第 3 波の影響もありまして、最後まで新規の受注活動が停滞した
ことで、減収減益の厳しい結果となりました。 



 
 

 
 

 

次に、セグメント別の経営成績について、ご説明申し上げます。 

主力の経営コンサルティング事業は、売上高 190 億 5,800 万円、前期比マイナス 2.7%、営業利益

48 億 100 万円、前期比マイナス 11.0%となりました。 

4 月以降、対面型のセミナーや経営研究会を WEB 型に移行したことで、集客自体はコロナ前の状

況に戻りつつありますが、新規受注が伸び悩み、売上高は前年対比微減となりました。営業利益に

ついては、利益率が相対的に低いリスティング事業の比率が増加したこと、また積極採用等、必要

な投資を継続していることもあり、減益となりました。 

ロジスティクス事業は、物流オペレーション業務において、スポットの大型受注もあり、売上高は

26 億 3,800 万円、前期比プラス 8.0%となりましたが、利益率の高い物流コンサルティング業務が

減少したため、営業利益は 3 億 1,100 万円と、こちらは前期比マイナス 9.6%となりました。 

ダイレクトリクルーティング事業は、コロナ以降、採用広告出稿が減少したこと、また大型セミナ

ーの中止を受けて新規受注が伸び悩み、売上高は 23 億 3,100 万円、マイナス 9.1%。営業利益はマ

イナス 1 億 7,400 万円と、営業損失となりました。 



 
 

 
 

 

ここからは、当社の主力事業であります経営コンサルティング事業について詳細をご説明いたしま

す。 

こちらのグラフは、向かって左側が経営コンサルティング事業の四半期ごとの売上高を示したもの

で、グレーの折れ線が 2019 年、青の折れ線が 2020 年の実績を表しています。 

ご覧のとおり、2020 年第 2 四半期、すなわち 4 月から 6 月の期間で底を打ち、第 3 四半期以降は

徐々に回復の傾向にあります。 

次に右のグラフ、こちらは受注高を四半期別に示したものになります。先ほど新規受注が伸び悩ん

でいるとご説明しましたが、その表れとして、セミナーの開催を自粛し始めた第 2 四半期の受注が

大きく落ち込みました。 

こちらも売上高と同様に、その後、対面型セミナーから WEB 型のセミナーへの切り替え、その

WEB セミナーからの受注改善等により、徐々に回復傾向にあります。 

いずれにしましても、まずは可能な限り早い段階で、当社グループ本来の二桁成長のペースに戻し

ていきたいと考えております。 



 
 

 
 

 

こちらは経営コンサルティング事業における、業務区分別の売上の状況です。 

まず、コンサルティングのうち、プロジェクトにつきましては、過去の当社の経緯からしまして、

今回のような不況期には大変弱く、この度のコロナ渦においても、マイナス 31.6%と大きく影響を

受けました。 

他方で、当社の収益の柱であります月次支援は、早くからリモート支援への切り替えを進めたこと

で、マイナス 5.9%。同じく経営研究会も、マイナス 4.7%にとどまりました。新規の契約や入会は

苦戦しましたが、既存顧客との契約継続率が維持できたこともあり、このような実績になりまし

た。 

公開型セミナーにつきましては、対面型セミナーの開催自体ができなかったこともあり、マイナス

58.2%の大幅減となりました。特にコロナの影響を受けた今期は、セミナー単体の収益よりも、む

しろコンサルティング受注獲得につなげるために、集客数を増加させるべく WEB セミナーへの切

り替えを急ぐとともに、例年の約 1.5 倍のセミナーを実施しましたが、収益については大幅減とな

りました。 

なお、リスティング事業につきましては、プラス 40.2%で、引き続き順調に拡大しております。 



 
 

 
 

 

こちらは、同じく経営コンサルティング事業における、業種区分別の売上状況になります。 

ご支援先、および業界の急激な経営状況の変化をうけ、業界別にも大きくばらつきが出てきており

ます。 

このコロナ渦でよく厳しいとのご指摘があります「外食」「専門サービス」や「人材ビジネス」、

「アミューズメント」等はご覧のとおり大幅減となっておりますが、他方で、主力の「住宅不動

産」は前年プラスを確保し、また AI やロボティクス化を進めております「生産財メーカー」はき

わめて順調でありました。 

いずれにしましても、このグラフからも、業界とご支援先の現在の厳しい状況が見えてきておりま

す。当社は主に、中小企業の成長実行支援や人材開発支援、そして価値向上支援を行っております

が、この度のコロナ危機に対しては、改めて経営者に寄り添いながら、ご支援先とともに今回の苦

境を乗り越え、その先にある新しい常態、いわゆるニューノーマル化の支援に努めていきたいと思

っております。 



 
 

 
 

 

続いて、ロジスティクス事業について説明いたします。 

全体としては、増収減益となりました。内訳ですが、ご覧のとおり、物流オペレーション業務が好

調でした。特に巣ごもり需要に適応した顧客企業の物流増加があり、こちらは好調。 

一方で、利益率の高い物流コンサルティング業務については、経営コンサルティング事業と同様に

新規受注が伸びず、その結果、第 4 四半期になり減収となりました。 

ただ全体として、三つの事業セグメントの中では、コロナの影響を受けにくい事業になりますの

で、改めて今後、業容の拡大を進めてまいります。 



 
 

 
 

 

続いてこちら、「ダイレクトリクルーティング事業」についてご説明します。 

この事業は、企業からの採用広告出稿をいかに獲得するかがポイントになりますので、今回のコロ

ナの影響を最も大きく受けました。 

2018 年の事業開始からインディード事業、そして AI 採用クラウドサービスが支持され、ここまで

順調に業績を伸ばしてきました。そしていよいよ 2020 年度に黒字化、収益化のフェーズに入った

ところでありましたが、コロナの影響でマーケット全体が停滞しており、当社のダイレクトリクル

ーティング事業もご覧のとおり、大きく影響を受けております。 

ただ、国内市場は、構造的な人手不足状態は今後も引き続き続くと考えておりますので、採用ニー

ズが再び高まる中で、徐々に回復基調に戻ってくると考えています。 

現在、新たなテーマとして、昨年の第 3 四半期より、人材紹介事業、とりわけ当社独自のサービス

として、サブスク型の「定額採用し放題」サービスを始めました。こちらは採用人数をコミットし

たサービスで、特に現在はニーズが高い、医療・介護人材等に特化して、契約数の増加を目指して

おります。 



 
 

 
 

 

続いてここから、今年 2021 年度の業績予想と株主還元について、簡単に説明させていただきま

す。 

今年 2021 年度におきましては、売上高 280 億円、営業利益 57 億円、経常利益 57 億 5,000 万円、

当期純利益 40 億円を予定しております。 

当社はこれまで、2011 年から 2019 年にかけ「15%成長」をテーマに、二桁成長を続けてまいりま

した。まず、この成長ペースに戻すべく、今年は売上プラス 11.9%、営業利益プラス 14.4%という

二桁成長を目指しますが、もちろん状況が良ければ、過去最高益を早期にクリアできるように、チ

ャレンジをしていきたいと考えております。 



 
 

 
 

 

次に、配当についてご報告します。 

まず 2020 年度の配当については、中間配当 20 円を含め、期末配当 25 円、年間 45 円を予定して

おり、こちらに変更はございません。その上で 2021 年度の配当は、1 円増配の中間 21 円、期末

25 円の年間 46 円を計画しております。 

今後とも当社グループの持続的成長の下、配当についても持続的に増配できるよう取り組んでまい

りますので、どうぞ引き続き、ご支援のほどよろしくお願い申し上げます。 



 
 

 
 

 

引き続きここからは、この度、一部修正をさせていただきました「中期経営計画」についてご説明

させていただきます。 

まずは「業績計画」についてです。 

こちらについては先ほど、2021 年度分については説明させていただきましたので、残り 2022 年

度分を含め、改めて中期の業績計画をご確認ください。 

2021 年度、売上高 280 億円、営業利益 57 億円、そして 2022 年度、売上高 310 億円、営業利益

63 億円に、当初計画を修正いたします。 

私は、今年度の社内向けスローガンとして、「リゲイン・ロストタイム～失われた 50 周年を取り

戻す」と社員に発信しました。昨年度 2020 年は当社の 50 周年でした。繰り返しになりますが、

当社本来の二桁成長に一刻も早く戻すよう、今後努めてまいります。 



 
 

 
 

 

続いて中期経営計画の事業戦略について。 

こちらは昨年お出ししている中期経営計画から大きく変更はありません。本日、初めてご覧になる

方もおられると思います。少し説明をさせていただきます。 

こちらの図、縦軸に当社が対応するご支援先の規模、下から、中小企業、中堅企業、大企業。中小

企業と中堅企業の区分は、おおむね年商 50 億。大企業の区分は、主に上場企業を意識しておりま

す。 

横軸はコンサルティングニーズ、および当社が対応するコンサルティング領域を示しており、その

特徴に合わせて三つのコンサルティング領域、一つ目は「実行支援」、二つ目が「DX 支援」、そ

して三つ目「戦略提案」に分けてあります。 

当社はこれまで長年にわたり、「中小企業」向けに「実行支援」サービスを提供してまいりまし

た。この図で申し上げますと、左下の領域になります。具体的には全国の中小企業に対し、業界別

に成長実行支援、人材開発支援、そして価値向上支援の具体的なソリューションの提案を行ってお

ります。 



 
 

 
 

一般的に、外資系コンサル企業やシンクタンク等は、この図の右上、「戦略提案」領域が大きくな

りますので、当社の業態とは大きく異なります。中小企業向けコンサル領域は、まだまだコンサル

ニーズが顕在化できておらず、またライバル企業との競争も比較的少なく、長期的に見ても魅力的

なコンサル領域です。 

中期計画では、当社はこの領域におけるリーディングカンパニーとして、ポストコロナ時代に向け

たニューノーマル化の支援とともに、「DX 支援」を本格化させていきます。現在コロナの影響を

受け、中小企業の経営者の皆様の多くが、今 DX の必要性を強く感じていますので、ここをチャン

スと捉え、改めて DX 化を「加速」してまいります。 

既に、2020 年において、マーケティング・オートメーションや SFA、CRM を統合し、デジタル集

客からオンラインセミナーまでをパッケージ化した、いわゆる「オンライン営業」のソリューショ

ンが好調にスタートしています。業種ごとに、生産性向上や、非接触型サービス提供のためのロボ

ット導入等の動きもあり、今後こうした動きを本格化させていきたいと思っております。 

そして三つ目として、改めて中堅企業向けに、総合経営コンサルティング企業として、チームコン

サルティングの体制整備を進めてまいります。当社のご支援先、会員企業の中には、過去の当社と

のお付き合いの中で急成長を続け、業界別に、各地方において既にナンバーワン企業になっている

ご支援先もたくさんあります。 

今後、中堅企業の新規開発も含め、IPO 支援、リブランディング支援、ホールディングス化の支

援、そして M&A も含め、こうした新たなソリューションの提案、および社内のチームコンサルテ

ィングの体制整備を進めてまいります。 



 
 

 
 

 

次に、こちらの人財戦略については、現在の状況を鑑み、一部採用数を修正しておりますが、それ

以外は、当初の計画どおり順調に進んでおります。 

当社の人財戦略は、大きく三つのテーマからなります。一つは「積極採用」、二つ目はそれを受け

ての「早期育成」、そして三つ目が「タレント活躍」です。この三つを効果的に運用することで、

計画的に、特に新卒からの人財開発を進めています。 

2020 年は、業績は苦戦しましたが、積極採用を継続しており、2022 年にはグループ社員数 1,500

名体制、約 300 名の増員を予定しております。さらに今後、事業戦略にもあります DX コンサルを

本格化させるために、DX 人財の採用枠を拡大していきます。 

二つ目の早期育成に関しては、コンサルタントの積極採用と並行して、環境の整備を進めていきま

す。既に 2020 年に「タレントディベロップメントセンター」という新たな組織をつくっています

ので、より綿密な育成計画をつくり、特にコンサルタントのさらなる早期育成に取り組んでまいり

ます。 

そして三つ目はタレント活躍ということで、多様な人財が活躍する環境の整備を進めており、昨年

度から、「新人事評価制度」もスタートしています。これらの導入定着を含めて環境づくりを進め



 
 

 
 

ていくことと、今回のコロナ禍において、働き方改革も含めたリモート支援体制の本格導入も、予

定より前倒しで進めてきました。これはコロナが生んだプラスの部分でもあり、一気に定着しまし

たので、今後、コンサルティングの生産性向上にも寄与してくるものと考えています。 

 

次に「財務戦略」につきまして。 

2020 年度は、今までご説明しましたとおり、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けながら

も、資本効率の向上や、株主還元比率を高めることを目的として、自己株式の取得を実施いたしま

した。 

その結果、2020 年度においては、連結 ROE15.3%、総還元性向 85%となり、当社が目標としてお

ります連結 ROE15%以上、総還元性向 60%以上を、ともに達成することができました。 

引き続き 2 年目以降も、この当初方針を継続し、目標達成を目指してまいります。 



 
 

 
 

 

こちら、「成長投資およびキャッシュフローの配分」につきましては、事業活動で獲得する営業キ

ャッシュフローと手元資金を、次の成長のための「成長投資」と、適正な「株主還元」に配分する

こととしています。 

この 3 カ年の事業活動から獲得できるキャッシュフローは、120 億円程度と考えています。合わせ

て現在の手元資金としてのキャッシュが 50 億円程度、合計 170 億円の資金を、ご覧いただいてお

ります画面の右側、重点施策として予定しています。 

重点成長投資としましては、事業戦略投資、M&A 投資、それに加え、人財戦略のところでもご説

明しましたとおり、積極採用を継続し、特にデジタル人財開発への投資を加速してまいります。 

さらに DX 投資としては、基幹系のシステムや、ビッグデータ、AI を活用した新たなコンサルティ

ングサービスの開発にも投じてまいりたいと考えています。 



 
 

 
 

 

最後に、こちらに記載の 3 月予定の「代表者の異動」について、背景も含めてご説明させていただ

きます。 

まずは、この度の異動につきましては、かねてから、後継者指名委員会を立ち上げ、そこで次の後

継者プランニングの下、その適任者の資質の見極めや、事前の育成等を準備してきました。その上

で、最終、その諮問を受けて取締役会で決議し、この場で本日発表させていただいております。 

新社長に予定しております中谷は、グループの中核事業会社であります船井総合研究所で、経営コ

ンサルタントとしての経験を重ね、2016 年 3 月から 2020 年 3 月までを同社の代表取締役とし

て、グループの事業拡大に寄与してきました。さらに昨年 3 月からは、ホールディングスの取締役

としてグループ戦略にもかかわっております。 

実は、当社では、今までも概ね 10 年で社長の交代を行ってまいりました。創業者の舩井幸雄はち

ょうど 20 年になりますが、2 代目、3 代目、そして 2010 年から 4 代目として私も約 10 年間、社

長を務めてきております。 



 
 

 
 

昨年、予期せぬコロナ対応が必要な状況になりましたが、当社としては、そういう歴史から申し上

げますと型どおり、これから 2030 年に向けて、持続的成長を今後も力強く推進するためにも、新

たな社長の下、新たな 10 年計画をスタートしたいと考えております。 

中谷は、株式会社船井総合研究所での社長の経験も、そして実績も、社長としての資質も、既に問

題はありませんが、このタイミングで新型コロナウイルスによる時流、環境への対応を行いながら

のスタートとなりました。こうした状況を考え、この度発表しました中期計画の達成に向け、微力

ながら私も会長として、中谷とともに計画を加速させていきたいと考えおります。 

どうぞ新体制におきましても、ご支援、ご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。 

私からの説明は以上となります。ありがとうございました。 

  



 
 

 
 

＊説明会の場にてご回答申し上げました内容も含めて、お寄せ頂きました全ての質問に対するご回答となります。 

＊質問内容によりましては、補足して回答を記載させて頂いております。 

 

 

(Q1).DX コンサルティングについて 

2020 年 12 月期売上実績、及び 2021 年 12 月期売上予想をご教示ください。 

収益性について他のコンサルティングとの違いはあるのでしょうか。 

 

(A1)2020 年 12 月期実績 約 10 億円です。1 業種だけではなく各業種の合計値とお考えください。

2021 年 12 月期については、中期経営計画の中でしっかりと実績を作っていきたく考えており、中

期経営計画最終年度 2022 年 12 月期に 30 億円規模を目指しております。 

DX コンサルは１つの業種ではないこともあり、構成によって収益性が大きく変化する可能 

性も考えられることから、今年の実績状況を把握したうえで、しかるべき時期にあらためて示した

いと考えております。  

 

 

(Q2). M&A アドバイザリー事業について 

先般、政府の報道にありましたように、中小企業の事業承継 M&A について売り手

と買い手の双方から仲介手数料を受けることについて規制を強化するということで

したが、御社の M&A アドバイザリー事業にどのような影響があるかご教示くださ

い。 

 

(A2)当社については影響は少ないと考えております。M&A アドバイザリー事業自体のボリュ 

ームが小さい事、双方代理による手数料収受の件数が少ないことが理由です。 

 

 

質疑応答 



 
 

 
 

(Q3).月次支援コンサルティング業務について 

中小企業の景況感についてどのように捉えていらっしゃいますか。 

良化方向なのか、悪化方向なのか、方向感をご教示いただけますでしょうか。 

 

(A3) いろいろな捉え方はあろうかと思いますが、当社のご支援先につきましては月次支援コンサ

ルティング業務については、景況感の悪化による影響は大きく受けていないと認識しています。そ

の中で、当社の事業として影響を受けたのは、月次支援コンサルティングの受注につなげる為の、

新規セミナーの開催等です。一方で昨年末時点までに実施したセミナーについて、お客様の評判は

良いため提案いたしましたソリューションを中心に、今後前向きに取り組んでいける期待がありま

す。当社のお付き合いしております経営者の方は、気持ちは 2021 年以降の拡大基調に入ってお

り、2020 年とは温度感が変わっていると感じています。そうした思いを具体的に新規の受注案件

として積み上げていくことが重要になると考えています。 

 

 

(Q4).経営コンサルティング事業の 2021 年 12 月期の見通しについて 

（1）売上高が 2019 年 12 月期と同程度に回復すると見受けられますが、具体的な

見通しがあってのことでしょうか。また、セグメント別ではどのようなイメージで

しょうか 

（2）セグメント営業利益率は 2019 年 12 月期対比で多少下がるようにも見えます

が、原 

因は何でしょうか？ 

（3）Web 集客に注力すると推察しますが、Web 以外での集客と比較して、利益

率、案 

件単価、コンサルタントの稼働率に違いはありますか。 

 

(A4-1）新規受注については、セミナー及び WEB からの受注が主となりますが、セミナーに 

フォーカスしますと、今年は上期に前年上期比 1.5 倍の有料のオンラインセミナーを開催 

する予定で、業績へ貢献し始めるのは第 2 四半期以降と認識しております。また、無料セ 



 
 

 
 

ミナーからは受注に繋がりにくいことも確認できていることから、有料のセミナーを開催 

します。補足としまして、例年 8 月に開催しておりました延べ 6,000 名超のお客様が参加さ 

れる大型セミナーを 6 月に実施する予定もあり、1~6 月迄の年前半で、まずは受注獲得に向 

けた動きをする予定です。 

  セグメント別営業利益率について。コンサルティング事業及びロジスティクス事業は、引 

き続き積極採用等の投資継続のため 2020 年度ベースで考えており、コンサルティング事 

業は２５％前後、ロジスティクス事業は 10％前後となります。 

またダイレクトリクルーティング事業及びその他部門については、改めて黒字化、収益化 

を予定しています。 

(A4-2）経営コンサルティング事業に含まれる WEB 広告運用代行業務は利益率が低い為、当 

業務の比率が上昇すると全体として利益率が下がる傾向にあります。 

(A4-3）経由する媒体の違いによって、利益率、単価に差が出ないことが確認できました。案 

件単価の下落を懸念していましたが、昨年の実績を見ると影響はありませんでした。稼働 

率については移動時間の削減により改善傾向になると捉えております。 

 

 

(Q5).修正中期経営計画について、今期の見通しはいかがでしょうか。 

 

(A5)2021 年 12 月期の計画が達成しますと、2022 年 12 月期の着地はポジティブに捉えてい 

る為、今期が勝負の年と捉えております。その為には、新規受注の獲得が最大の焦点となり 

ます。補足としまして、コンサルタント数については計画通りの採用を進めているため、受 

注案件を消化できる体制を築いております。 

 

 



 
 

 
 

(Q6). 2021 年 12 月期の売上高２桁成長の実現に向けての具体的施策について、セ

ミナー本数などのご計画を教えてください。セミナーの本数分だけソリューション

が増えていると思ってよろしいでしょうか。  

 

(A6)2020 年度のセミナー本数 1,398 本、2019 年度は 900 本でしたので、2019 年度比で約 

1.5 倍開催したことになります。内訳としましては、対面型セミナーは 2020 年度 125 本。 

2019 年は 884 本。昨年の第 2 四半期以降は全てのセミナーをオンラインセミナーに切り 

替えましたので、オンラインセミナーは 2020 年度 1,273 本。2019 年度は 16 本となりま 

した。2020 年度のオンラインセミナーのうち有料セミナー866 本、無料セミナー427 本で 

した。また、オンラインセミナーの回数を重ねながら、質の向上の為のノウハウが蓄積さ 

れてきており、お客様の満足度もあがってきていることから、質の高いセミナーを開催で 

きるよう取り組んでいきます。2021 年上期にはソリューションの入った有料セミナーを前 

年同期比 1.5 倍程前倒しで実施することを考えています。そのため、セミナーの本数分だ 

けソリューションが増えると捉えていただいてよろしいと考えます。 

 

 

(Q7).リピート率の変化について教えてください。 

 

(A7)月次支援のリピート率の前提で回答しますと、概ね平均 70％となります。コロナ禍にお 

いても不変だと認識しております。継続期間が長くなればなるほど、リピート率は上昇する 

傾向にあります。 

 

 

(Q8). 2021 年 12 月期の業績見通しは、コロナの収束時期を加味したうえでの数字

でしょ 



 
 

 
 

うか。また、収束時期が前後することにより、業績予想の変更をお考えでしょう

か。 

 

(A8) with コロナから after コロナにフェーズが移る事をある程度想定しておりますが、収束 

時期が大きく前後することで、業績予想の変更の可能性もあると考えております。 

(Q9).今回、10 年ぶりの社長交代、体制変更になります。事業展開で変わること、

変わらないことをお教えください。 

 

(A9) 当社独自の、月次支援や経営研究会を中心とする「ストック型」のコンサルティング 

事業のスタイルは引き続き継続しながら、未対応業種、テーマへの拡大を行います。他 

方でグループ経営を加速し、Ｍ＆Ａや、新規事業開発を含め、現在の 9 社体制からのグ 

ループ拡大を進めてまいります。 

 

 

(Q10).社長職と CEO 職を分ける理由を教えて下さい。それぞれの役割や一定期間後

に 

CEO 職も新社長に譲るのでしょうか。  

                                          

(A10) 当社の事業承継は、過去 50 年間は概ね 3 年間程度の会長＋社長体制をとることで、 

リスクを最小化しながらスムーズな事業承継を行ってきております。この度の体制につい 

ては、このコロナ禍で残り 2 年となりました中期経営計画の達成を最大の目的と考えて 

おります。2020 年度の厳しい実績も踏まえ、コロナ禍での社長を中心とする新たなチャ 

レンジとあわせて、会長を中心に現事業の選択と集中をダブルエンジンで推進しながら、 

新体制への完全な移行を行いたいと考えております。 

 

 



 
 

 
 

(Q11).受注状況が厳しい中でアグレッシブなご計画にも見えますが、達成確度や自

信についてコメントをいただくことは可能でしょうか 

  

(A11) 当社は過去約 10 年間、発表する計画は必ず達成する会社と信頼して頂けるよう、そ 

の必達に向け取り組んでまいりました。その思いはこの度の計画においても変わりません。 

コンサルティング事業は人財＝コンサルタントの質と数に大きく影響されますが、このコロ 

ナ禍でその人の体制についてはむしろ充実してきておりますので、課題は新規受注をコロナ 

対応させることに尽きると考えています。セミナーについては昨年度の実績及び成功事例も 

ありますので、昨年度から約 1.5 倍に拡大させながら、今必要とされる具体的なソリューシ 

ョンの開発と提案を実施してまいります。 

 

 

(Q12).新しい中期経営計画について確認ですが、2021 年度と 2022 年度の下方修正

は、つまりは、中期経営計画初年度 2020 年度が下がってしまった影響を、そのあ

との 2 年についても反映させたということでよろしいでしょうか。 

 

(A12)中期経営計画の初年度となった 2020 年度は、新型コロナウイルスの拡大という、誰 

 もが経験したことが無い状況になり、計画を修正せざるを得なくなりました。そのため 

2021 年度以降の計画も影響を受けるため、同じく修正を反映させました。 

 

 

(Q13).人員採用の計画について教えてください。 

 

(A13)現在の事業環境を踏まえ、2022 年グループ社員 1,500 名体制を計画しております。  

 

以上 


